
銀行名 事例名 頁

岩手 お取引先への販路拡大に向けた取組み・ビジネスマッチングへの取組み 1

七十七 取引先の海外販路開拓支援 2

七十七 地元水産業者の課題解決に向けたトータルサポート 3

東邦 東日本大震災からの復興支援 4

筑波 外部機関との連携による再生支援 5

筑波 地域復興支援プロジェクト『あゆみ』の実践 6

筑波 東日本大震災からの復旧・復興に向けた取組み 14

「東日本大震災からの復興支援」の事例（全7事例）



 
 

銀行名 岩手銀行 

タイトル お取引先への販路拡大に向けた取組み・ビジネスマッチングへの取組み 

取組み内容 

【動機（経緯）】 

震災により被災された事業者や風評被害に苦しむ食関連事業者の販路回復に向

けた支援による地域経済の活性化。 

 

【取組内容】 

（１）ビジネスマッチングの推進 

復旧・復興に係る工場および事務所、住宅建築に係る業者紹介、当行および

当行関連会社等との連携強化によるネットワークを活用することよる顧客のビ

ジネスマッチングの創出。 

・情報営業活動によるビジネスマッチング成約件数：２，９５１件 

 

（２）平成２６年度の開催の商談会は次のとおりである。 

名 称 内 容 

Netbix 商談会 with 大

和証券 

（H26.9 東京） 

当行、秋田銀行、青森銀行の三行合同による Netbix

商談会を大和証券の共催で開催。出展企業 26 社（当

行 7社）、バイヤー企業 28社が参加し、個別商談形式

で 151 の商談を行った。 

いわて食の大商談会 

（H26.8 盛岡市） 

岩手県と地元金融機関が連携し、県内最大規模の食の

展示・試食商談会を開催。当行枠で 16社、全体で 110

社が出展。参加バイヤーは県内外から 228 社・416 名

が来場しフリー商談会を行った。 

イーハトーヴいわて

“絆”物産展 

（H27.2 東京） 

 

当行と岩手県産㈱の主催により、2/26～3/1 の 4日間

東京・丸ビルにて物産展を行った。県内の約 100 社

150 品の食品と 22 社蔵元の日本酒を販売。述べ 8 千

人が来場し多くの人で賑わった。 

 

【取組効果】 

・取引先の事業継続や販路拡大により、当行取引先の維持・拡大に貢献し、地域

経済の活性化に寄与した。 
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銀行名 七十七銀行 

タイトル 取引先の海外販路開拓支援 

取組み内容 

【動機（経緯）】 

・ 乾麺製造業であるＤ社は、少子高齢化等による国内市場低迷の懸念に加えて、

震災により国内商社を通じた輸出が停止するなど、新たな海外販路開拓の必要性

を感じていた。 

・ Ｄ社は、海外販路開拓の方法に加え、現地企業と商談が成立した場合の輸送手

続、決済方法等、各段階での支援を必要としていた。 

 

【取組み内容】 

・ 海外販路開拓について検討段階から継続して営業店及び本部が一体となって各

種支援を実施。具体的な支援内容は以下のとおり。 

① 香港で開催する当行主催の食品関連商談会への参加を提案。 

② 香港現地のデパートにおける乾麺の相場や、香港の食文化等の現地情報を提

供。 

③ 宮城県の補助金事業の紹介や、現地での通訳手配など、初の海外商談会参加

にかかる各種サポートを実施。 

④ 商談会では、提携先である香港貿易発展局と連携し、Ｄ社を含む宮城県企業

9社と現地バイヤーとの個別商談をアレンジ。 

 《食品ビジネス商談会 in香港 2015 開催実績》 

  ・ 参加企業：9社 

  ・ 現地バイヤー：14社 

  ・ 商談件数：延べ 75件 

⑤ 商談会開催後、ＪＥＴＲＯと連携し、実際の貿易取引にかかる留意点及び香

港以外の国・地域の乾麺市場情報を提供。 

 

【取組みの効果】 

・ 商談会開催後、Ｄ社は、商談会で商談を行った香港企業の協力のもと、香港現

地のデパートにて実演販売を実施。実演販売は好評を博し、当該企業を通じ香港

への輸出が開始した。 

・ 本輸出については国内卸売よりも利益率が高く、今後も香港での実演販売など、

当社商品のプロモーションの継続により、認知度の向上および売上増加を図って

いる。 

・ また、長期的には米国、シンガポール、タイなどへの展開も検討している。 
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銀行名 七十七銀行 

タイトル 地元水産業者の課題解決に向けたトータルサポート 

取組み内容 

【動機（経緯）】 

・ 震災の津波被害により、集落が壊滅的な状況となったなかで、高齢化が進む「か

き生産者（個人）」の単独復旧は困難な状況であったことから、地元水産大手の全

面的なバックアップのもと、養殖かき漁業者15名が出資し、Ｅ社を設立した。水産

業復興特区を活用した新しい漁業経営の革新モデルとして、当社を核とした集落の

復興、漁業者の労働環境整備、生活基盤の安定による雇用創出に取組んでいた。 

・ 震災で家屋を失った住民の移転により、かきを剥く「むき子」が不足する事態と

なり、水揚げをしても製品出荷が計画通り進まず、大幅な赤字を計上していた。 

・ 人手に頼らない製品出荷体制の構築に向けた超高圧自動かき剥き機の開発、ノロ

ウィルスの不活性化等滅菌に関する技術革新、設備投資にかかる資金確保等の課題

を抱えていた。 

 

【取組み内容】 

・ Ｅ社の課題解決を支援するため、当行担当者が、公的支援機関等（宮城県、東北

経済産業局、東北農政局、中小機構、ＪＳＴ、三菱商事復興支援財団等）を訪問し、

補助金や各種支援制度等の情報収集を行うとともに、Ｅ社に対して情報提供や資金

調達手法の提案等を通じて、継続的な支援を行ってきた。 

・ 結果として、財団の投融資を活用した協調融資スキームにて資金調達支援を行う

に至り、また、多額の赤字計上による債務超過かつ出資者が出資額（＠30万円／人）

以上の債務負担を負わない合同会社への新規融資であるものの、被災漁業者の債務

負担を回避する観点から、漁業生産者（出資者）の連帯保証等の個人保証は付さず

に対応を行った。 

 

【取組みの効果】 

・ 慢性的な人手不足の解消とノロウィルスの不活性化等を目的として、超高圧自動か

き剥き機の開発、設備投資を支援することにより、Ｅ社の生産性および収益性の向

上が図られ、経営の安定化へ転換する足がかりとなった。 

・ Ｅ社は水産業経営の革新モデルの確立を目指しており、今後も継続的にＥ社の取

組みを支援することにより、Ｅ社をモデルケースとして、Ｅ社と同様の課題を抱え

る他地域の漁業従事者を支援することができる。 
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銀行名 東邦銀行 

タイトル 東日本大震災からの復興支援 

取組み内容 

○「ふるさと支援 在京福島県経済人の集い」の開催 

【概要】 

１．平成 27年 2月 3日、東京・帝国ホテルで当行主催による「ふるさと支援 福

島県経済人の集い」を開催した。 

２．本集いは、東日本大震災等の影響で厳しい状況にある福島県の風評払拭や

産業振興、地域活性化に向けた支援の一環として当行が企画・運営した。 

３．首都圏で活躍する福島県ゆかりの在京経済人と福島県知事、県内各市町村

長など総勢 200 名が一堂に介し、在京経済人と県内自治体等との交流による

「人材マッチング」を通じ、本県への企業立地や地元雇用など新たな活力の

創出を目的としたもので、地方銀行では初の取組みである。 

 

○「食関連産業」商談会・物産イベントの開催 

  東日本大震災等の影響で風評被害にある本県の魅力ある食材の消費拡大に

向けて商談会や物産イベント等を県内外で開催している。 

【概要】 

１．食の商談会 

（１）「ふくしまフードフェア」の開催 

   福島県及びＪＡグループとの連携事業 

   開 催 日：平成26年9月18日 

   場  所：ビッグパレットふくしま（福島県郡山市） 

開催形態：ブース展示、個別商談会 

   出展者数：165社 

来場者数：約1,000人 

（２）「地方銀行フードセレクション」の共催 

開 催 日：平成26年11月 10日～12日 

   場  所：幕張メッセ（千葉県美浜区） 

開催形態：ブース展示 

   出展者数：17社（当行お取引先） 

来場者数：約10,000人 

２．物産イベント 

（１）「こらんしょ福島 魅力満載フェア」 

開 催 日：平成26年4月2日～9日 

場  所：ＪＲ仙台駅（宮城県仙台市） 

   出展者数：18社 

   来場者数：約12,000人 

（２）「ふくしま地酒フェア～旨し酒 ふくしま酒まつり」の開催 

   開 催 日：平成26年6月5日～8日 

   場  所：丸ビル（東京都千代田区） 

   出展者数：県内22蔵元 

   来場者数：約3,300人 
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銀行名  筑波銀行 

タイトル  外部機関との連携による再生支援 

取組み内容 

【動機（経緯）】 

・債務者Ｂは観光地においてイタリアンレストランを永年営んでおりましたが、東

日本大震災により建物および設備等が破損し、修繕および設備更新のために新規

で資金調達が必要な状況となりました。 

・東京電力の賠償金もあり、営業継続のための最低限の修繕は実施していましたが、

震災後の風評被害により観光客が減少し、売上が伸び悩み、震災前の借入につい

ては大幅な返済軽減の条件変更を実施しており、新規の資金調達が困難な状況に

ありました。 

 

【取組み内容】 

・二重ローン対策が必要であると判断し、メイン金融機関である当行主導により東

日本大震災事業者再生支援機構（以下「震災支援機構」という。）の活用を提案

し、抜本的再生計画の策定を進めることとしました。 

・震災支援機構においては、事業・財務 DD を実施し当社の課題を明確化した上で

具体的改善策を検討し、一部債権放棄を伴う債権譲渡と震災復興のためのニュー

マネーを織り込んだ再生計画を策定しました。 

・当行では計画の内容を検証した上で計画に対する支援表明を提出し、震災前の債

権譲渡に応じた上で、ニューマネーの対応を実施し、建物・設備の修繕を実施し

リニューアルオープンを果たしました。 

 

【成果（効果）】 

・震災支援機構を活用した抜本的再生計画を実行することにより、再生の重しとな

っていた過剰債務の一部カット、および復興のための新規融資の支援が得られ、

債務者Ｂでは大規模な修繕工事を行うことが可能となりました。 

・抜本的再生計画を策定したことで経営者の意識も変化した結果、収益管理体制が

整ってきており、地元の観光ホテルと連携したパッケージ宿泊プランを作成する

など地域の面的再生にも貢献しております。 

・また、高齢となってきた現経営者から後継者である息子への事業承継に向けての

道筋もつけることが出来ました。 

 

【取組み状況に対する評価及び今後の課題】 

・茨城県産業復興機構および東日本大震災事業者再生支援機構における平成 26 年

度までの茨城県内の支援決定件数 46件に対し、当行が関与した件数は 27件とな

っており、県内当行シェアと比較しても積極的な活用を行っているものと認識し

ております。 

・震災からの地域の面的な再生を支援するために、引き続き外部機関との連携を図

りつつ、地域に密着した経営支援、震災からの早期復興に繋がる抜本支援策につ

いて積極的に取組んでいきたいと考えております。 
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銀行名  筑波銀行 

タイトル  地域復興支援プロジェクト『あゆみ』の実践 

取組み内容 

【動機（経緯）】 

・東日本大震災の発生を契機に、筑波銀行震災復興支援計画「地域復興支援プロジ

ェクト『あゆみ』」を策定しております。 

・「地域復興支援プロジェクト『あゆみ』」においては、大きく３つのフレームワー

ク（復興再生支援・復興支援融資・復興支援ソリューション）に区分し、積極的

な復興支援に関する取組みを実践しております。 

・特に自治体や外部機関、関連団体との連携を強化、被災自治体と復興協定を締結

する中で具体的支援に取組むこととしております。 

 

【取組み内容】 

・自治体等外部機関と連携した取組み 

＜協定締結による支援自治体＞（平成 27年 3月末現在） 

自治体等名 協定締結日 協定名・協定内容 

北 茨 城 市 24.02.02 北茨城市の復興支援にかかる四者による包括的提携協定 

（復旧・復興を主とした協定） 

大 洗 町 24.04.02 大洗町の復興支援にかかる包括的提携協定 

（復旧・復興を主とした協定） 

茨 城 大 学 24.11.30 茨城大学と筑波銀行の連携協力にかかる協定 

（県北観光振興を通した地域活性化を主とした協定） 

常陸大宮市 25.02.06 常陸大宮市の地域振興に関する協定 

（復興条項を含む地域振興・地域活性化を主とした協定） 

大 子 町 25.03.18 大子町の地域振興に関する協定 

（復興条項を含む地域振興・地域活性化を主とした協定） 

龍 ケ 崎 市 25.04. 3 龍ケ崎市の地域振興に関する協定 

（復興条項を含む地域振興・地域活性化を主とした協定） 

高 萩 市 25.04. 8 高萩市の地域振興に関する協定 

（復興条項を含む地域振興・地域活性化を主とした協定） 

常陸太田市 25.12.16 常陸太田市の地域振興に関する協定 

（復興条項を含む地域振興・地域活性化を主とした協定） 

石 岡 市 26. 6.30 石岡市の地域振興に関する協定 

（復興条項を含む地域振興・地域活性化を主とした協定） 

 

自治体等との協定については、県内状況を勘案し、中長期的な視点に立つ中で「復
旧・復興」から持続的な「地域振興」へのシフトを図っていく必要があることから、
平成 25 年以降については、震災復興条項を包含した「地域振興協定」として締結
しております。 

 

 

 

 

 

 

＜主な取組み＞（平成 27年 3月末現在） 
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自治体等名 実施時期 取組内容・効果等 

北 茨 城 市 24. 2 

24. 5 

24. 7 

24. 8 

 

24. 9 

24.12 

 

25. 3 

25. 8 

 

25.10 

25.12 

26. 4 

26. 8 

 

26.10 

26.10 

 

27. 1 

北茨城市物産展の開催（水戸ドライブイン） 

北茨城市物産展の開催（稲敷ショッピングセンターぱるな） 

「るるぶ北茨城市」の発刊による観光誘客 

北茨城市民夏まつり（復興祭）へのイベント協力 

（秋田竿燈招致・秋田／山形物産展によるチャリティ協力等） 

新たな観光イベント「ノルディックウォーキング」の開催 

北茨城市物産展の開催（稲敷ショッピングセンターぱるな） 

水戸ホーリーホックによる少年サッカー教室の開催 

北茨城市物産展の開催（宇都宮インターパーク） 

北茨城市民夏まつりへのイベント協力 

（山形花笠踊り招致） 

ジオ・ノルディックウォーキングの開催 

北茨城市物産展の開催（ヨークベニマルつくばみらい店） 

ノルディックウォーキングポールの寄贈 

北茨城市民夏まつりへの協力 

（アイドルグループ招致） 

ノルディックウォーキングツアーの開催 

全国あんこうサミットへの協力 

（山形県鶴岡市の招致） 

広域的地域間交流への協力 

（山形県鶴岡市「日本海寒鱈まつり」への出展協力） 

大 洗 町 24. 7  

24.10 

24.11 

24.12 

25. 1 

25. 3 

25. 7 

 

25.10 

25.11 

26. 2 

 

26. 8 

26.11 

27. 3 

ビーチバレー全国大会、大洗海上花火大会への協賛 

「大洗国際オープンテニストーナメント 2012」への協賛 

「るるぶ大洗」の発刊による観光誘客 

水戸ホーリーホックによる少年サッカー教室の開催 

日本総合研究所による観光セミナーの開催 

東日本大震災復興支援「少年野球教室大洗カップ」の開催 

広域的地域振興協定の締結 

（大洗町、にかほ市、筑波銀行、北都銀行による四者協定） 

広域的地域振興協定に基づく第 1回協議会の開催 

大洗あんこう祭りへの協力 

広域的地域振興協定に基づく交流事業の協力 

（「雪国体験ツアー」への参加） 

「茨城県大洗港水揚げしらすご飯」商品開発への協力 

大洗あんこう祭への協力 

大洗町と産業能率大学の地域活性化への取組みへの協力

（大洗産「しらす」の普及） 

茨 城 大 学 24. 9 

24.12 

25. 6 

26. 3 

 

26. 6 

27. 3 

「岡倉天心記念六角堂等復興基金」への寄付 

六角堂復興「天心に捧ぐ」コカリナコンサートへの協賛 

茨城県北ジオパーク「インタープリター養成講座」の共催 

茨城県北ジオパークでの共同事業 

（ジオ看板製作、ジオマップ修正等についての連携） 

茨城県北ジオパーク｢インタープリター養成講座｣の共催 

茨城県北ジオパーク「空撮 PV」制作への協力 

（離着陸する場所など自治体との交渉を担当） 

常陸大宮市 25. 6 

25.12 

27. 3 

水戸ホーリーホックによる少年サッカー教室の開催 

「るるぶ常陸大宮市・大子町」の発刊による観光誘客 

まるごと魅力体験ツアー（モニターツアー）への協力 

（企画アドバイザー、行員参加募集を担当） 

大 子 町 25.11 奥久慈大子まつりへの協力 7 / 14



 
 

25.12 

26.11 

 

 

 

 

27. 3 

（奥久慈しゃもと常陸牛の無料試食会への協賛） 

袋田の滝ライトアップ事業への協力 

「るるぶ常陸大宮市・大子町」の発刊による観光誘客 

奥久慈大子まつりへの協力 

（奥久慈しゃもの無料試食会への協賛） 

大子町ライトアップ事業「大子来人」への協賛 

水戸ホーリーホックによる少年サッカー教室の開催 

「奥久慈りんごのアップルパイ」商品開発への協力 

龍 ケ 崎 市 26. 3 

 

26. 5 

26.10 

26.12 

27. 1 

「るるぶ龍ケ崎」の発刊による観光誘客 

市制施行 60 周年記念事業への協力 

龍ケ崎とんび凧作り教室への協力 

親子体験教室「龍ケ崎とんび凧を作ろう！」への協力 

県南女子力推進プロジェクト｢ハナウタノヒ｣への協力 

龍ケ崎とんび凧あげ大会への協力 

高 萩 市 25. 5 

25. 6 

25.10 

25.11 

26.11 

常陸風土記勅撰 1300 年記念事業への協賛 

水戸ホーリーホックによる少年サッカー教室の開催 

「るるぶ高萩」の発刊による観光誘客 

高萩市復興産業祭への協力 

高萩市産業祭への協力 

常陸太田市 26. 2 

26. 9 

26.11 

27. 1 

「子育て支援施策」応援金融商品の設定 

「子育て応援フェア」への協力 

「子育て上手常陸太田 子・子・育メッセ」への協力 

子育て応援施設へのフロアーマットの寄贈 

石 岡 市 26. 8 

 

27. 3 

筑波連山天空ロード＆トレイルラン in いしおか大会への

協力 

｢るるぶ石岡｣の発刊による観光誘客 

か す み が 

う ら 市 

【主要イベントへの協賛】 

24. 8 

24.10 

24.11 

25. 8 

25.10 

25.11 

26. 8 

26.10 

26.11 

第 25 回あゆみ祭 

第 1回かすみがうらエンデューロ 

第 8回かすみがうら祭り 

第 26 回あゆみ祭り 

第 2回かすみがうらエンデューロ 

第 9回かすみがうら祭り 

第 27 回あゆみ祭 

第 3回かすみがうらエンデューロ 

第 10 回かすみがうら祭り 

坂 東 市 24. 5 

 

25. 5  

 

 

25. 9 

25.11 

26. 5 

 

 

26. 9 

7 市町（北茨城市・大洗町・笠間市・龍ケ崎市・古河市・

守谷市・行方市）による第 1回茨城物産展の開催 

10 市町（北茨城市・大洗町・笠間市・古河市・常陸大宮市・

常陸太田市・大子町・高萩市・八千代町・取手市）による

第 2回茨城物産展の開催 

「月見の茶会」（事業所交流会）への参加 

「全国ねぎサミット 2013／ばんどう食の祭典」への協力 

12 市町（北茨城市・大洗町・笠間市・古河市・常陸大宮市・

常陸太田市・大子町・高萩市・八千代町・取手市・石岡市・

常総市）による第 3回茨城物産展の開催 

「月見の茶会」（事業所交流会）への参加 

日 立 市 26. 1 

27. 1 

「スポーツ医学セミナー」の開催 

サッカー日本代表前チームドクターによる特別講演会の開催 
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そ の 他 

自 治 体 等 

25. 4  

25. 5  

 

25.10 

 

25.11 

 

25.12 

 

26. 4 

 

26. 4 

26. 5 

 

26. 6 

26. 6 

 

26.10 

映画「天心」試写会開催（映画「天心」製作委員会との連携） 

地域振興映画「走れ」「シガノココロ」上映会開催（(一社)

カミスガプロジェクトとの連携） 

東京「自由が丘女神まつり」での茨城県ＰＲ（自由が丘商

店街振興組合との連携） 

「大宮ソニックシティビル」での茨城県ＰＲ（武蔵野銀行

との連携） 

地域振興映画 3部作上映会開催（(一社)カミスガプロジェ

クトとの連携） 

東京「自由が丘さくらまつり」での茨城県ＰＲ（自由が丘

商店街振興組合との連携） 

映画「天心」上映会開催（映画「天心」製作委員会との連携） 

東京「自由が丘スイーツフェスタ」で茨城物産展を開催（自

由が丘商店街振興組合との連携） 

新生銀行本社社員食堂で「茨城フェスタ」を開催 

地域振興映画「あかいはし、とりのみち。」上映会開催（(一

社)カミスガプロジェクトとの連携） 

東京「自由が丘女神まつり」で茨城物産展を開催（自由が

丘商店街振興組合との連携） 

 

・行内宿泊補助金制度による宿泊施設支援(平成 26年 3月末終了) 

平成 23年度下期から累計 1,575 名 

＜宿泊実績＞                 （平成 26年 3月末現在） 

 

・『あゆみアシスト』による被災地支援(平成 27年 3月末現在) 

平成 26年 4月に運用開始 

被災地域の観光事業支援として日帰りでも利用可能 

＜利用実績（予約分含む）＞          （平成 27年 3月末現在） 

利用施設所在地 人 数 利用施設所在地 人 数 

大洗町 377 名 鹿嶋市 33 名 

大子町 110 名 神栖市 26 名 

ひたちなか市 104 名 潮来市 10 名 

北茨城市 79 名 その他（福島県等） 21 名 

日立市 41 名 合  計 801 名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

宿泊施設所在地 人 数 宿泊施設所在地 人 数 

大洗町 688 名 日立市 72 名 

北茨城市 404 名 常陸大宮市 50 名 

大子町 277 名 潮来市 10 名 

ひたちなか市 74 名 合  計 1,575 名 
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・県産品の行内斡旋販売による支援   これまでの販売累計 7,768,884 円 

＜販売実績＞                 （平成 27年 3月末現在） 

支援自治体 販売額 

坂東市（猿島茶）   593,490 円 

北茨城市（海産物） 1,367,500 円 

かすみがうら市（出羽屋／佃煮）   830,893 円 

河内町（河内米）   996,924 円 

北茨城市（海産物）（第２回）   908,600 円 

ひたちなか市（干しいも） 620,540 円 

大子町（奥久慈茶） 126,651 円 

北茨城市（海産物）（第 3回） 332,000 円 

北茨城市（海産物）（第 4回） 532,200 円 

ひたちなか市（干しいも）（第 2回） 289,800 円 

北茨城市（海産物）（第 5回） 251,000 円 

大子町（奥久慈茶） (第 2回) 124,146 円 

北茨城市（海産物）（第 6回） 538,400 円 

ひたちなか市（干しいも）（第 3回） 256,740 円 

合計 7,768,884 円 

・県産品のキャンペーン景品採用による支援  

対象キャンペーン 実施回数 採用県産品 述べ購入金額 

投資信託キャンペーン 5 回 栗甘露煮、落花生等 7,654 千円 

定期預金キャンペーン 5 回 宿泊券、あんこう鍋等 9,971 千円 

個人向け国債キャンペーン 4 回 宿泊券、地酒、お茶等 2,331 千円 

合 計 19,956 千円 

  地元県産品販売支援のため、キャンペーン企画の景品等に積極採用しております。 

 

【成果（効果）】 

・観光情報誌「るるぶ」の広域頒布の継続により、繁忙期においては北茨城市や大

洗町で満室になる宿泊施設が出てくるなどの効果が現れております。 

・『あゆみアシスト』や県産品の行内斡旋販売、キャンペーン景品への県産品採用

などの行内の取組みについて、被災自治体の宿泊施設や事業者等から賞賛の声を

いただいております。 

・本プロジェクトを推進する中、県内の自治体より地域振興・活性化に対する相談

および協力要請をいただくとともに、協定締結について問合せも増加しておりま

す。 

・地域振興協定を締結した自治体等とは、協定に基づき連携を更に強化し、地域復

興および地域振興の取組みを展開しております。 

 

【取組み状況に対する評価及び今後の課題】 

・地域に甚大な被害をもたらした東日本大震災からの復旧・復興支援を行うことは、

地域金融機関として必要な取組みと認識しております。 

・復興支援から持続的な地域振興へ積極的に関わっていく態勢とする観点から、平

成 25 年 4 月に地域振興部を発足させ、これまで以上に地域金融機関としての役

割を積極的に果たすべく、地域復興および地域振興の取組みを進めております。 

・震災から 4年が経過する中、北茨城市の大津港を除く茨城県内の主要インフラ等

は復旧・復興を遂げたものの依然として放射能問題は終息しておらず、風評によ

る観光や食の分野での信頼回復は道半ばにあると捉えており、引き続き自治体や

関連団体との連携を深め、積極的に支援していく必要があると考えております。 
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「地域復興支援プロジェクト『あゆみ』の実践」 別紙①
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「地域復興支援プロジェクト『あゆみ』の実践」 別紙②

○「つくば市と災害時における避難所の提供及び地域情報収集等に関する協定」の締結

○スーパーグローバルハイスクール（SGH）連携企業として支援

○全国高校生金融経済クイズ選手権「エコノミクス甲子園」茨城大会開催
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「地域復興支援プロジェクト『あゆみ』の実践」 別紙②

○ニューイヤーチャリティーファミリーコンサートinつくば開催

○筑波銀行あゆみの森」森林保全活動

○東日本大震災被災地ボランティア
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銀行名  筑波銀行 

タイトル  東日本大震災からの復旧・復興に向けた取組み 

取組み内容 

【動機（経緯）】 

・「地域復興支援プロジェクト『あゆみ』」に基づく被災住宅の建替、リフォーム等

への取組みを継続実施する必要があると認識しております。 

・東日本大震災による液状化で甚大な被害を受けた潮来市日の出地区への支援が必

要であると認識しております。 

 

【取組み内容】 

・各営業店やすまいるプラザに各種ローンの相談窓口を設置するなど、幅広くお客

様に対応できる活動を行っております。 

・各種ローンを利用中の取引先で、震災を機に返済額の軽減等を相談される取引先

に対し柔軟な対応を行っております。 

・潮来市日の出地区の戸建住宅（1,489 先）の全先訪問を定期的に実施することで

住民の方の意見や要望を踏まえた対応を行っております。 

・「あゆみ住宅ローン」は被災者向けの特別金利を平成 25年 7月より適用すること

で住宅再建を希望される方に対して金利面からも支援をしております。 

 

【成果（効果）】 

・相談窓口の設置や特別金利の適用により、平成 26年 4月から平成 27年 3月の実

績は、建て替えローン 695 件/17,321 百万円、リフォームローン 144 件/602 百万

円、建て替えおよびリフォームの合計では、839 件/17,923 百万円となっており

ます。 

・潮来市日の出地区への支援実績は、平成 26年 4月から平成 27年 3月において住

宅ローン 8件/116 百万円、無担保ローン 23件/25百万円となっております。 

 

【取組み状況に対する評価及び今後の課題】 

・被災地域に定期的な訪問活動を行うことで一定の成果はありましたが、今後も継

続性が必要であるとともに、より実効性のある被災者支援を今後も行っていく必

要があると認識しております。 

・潮来市日の出地区は平成 25 年 8 月から再液状化防止に対する本格的地区再生工

事がスタートし、今後、住宅再建等に対する動きが出てくることから、面的に支

援できる活動がより一層必要となってくると認識しております。 
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